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●特集１：今までにない自然災害に立ち向かう

沿岸域における大規模津波対策と新しい研究課題
　　～津波の脅威を解明する：

津波による沿岸域への社会的影響について～　　

１． 沿岸域における津波災害の特性と研究
の内容

　沿岸域には、人口・資産が集積し、物流・人流の
拠点である港湾、環境・利用・防災面で重要な海岸等、
多様な施設が存在している。発生が切迫している大
規模地震に伴う津波が生じた場合、浸水等による「直
接被害」だけでなく、港湾機能の低下等による「間
接被害」が広範囲に及び、沿岸域における津波災害
は社会経済的に広範囲かつ大きな影響を及ぼすと考
えられる。そこで、新しい研究課題として、浸水等
による「直接被害」だけでなく「間接被害」をも含
めた津波被害の波及過程の整理１）及び被害想定手
法の検討を行っている。
　また、港湾に蔵置・係留されているコンテナ、木
材、船舶等が津波により陸域・海域へ流出し、防潮
施設及び背後家屋の損壊、港湾機能の阻害等が発生
する可能性がある。そこで、沿岸域における新しい
研究課題として、津波漂流物の漂流・衝突挙動のモ
デル化・検証を行っている。
　これらの研究を通じ、沿岸域における津波災害リ
スクの計画的な低減を図っている。

２． 港湾及び背後地域における津波被害の
波及過程及び被害想定手法の検討

　港湾は、物流等の機能で水際線を利用するため、
港湾内の大部分の区域が津波・高潮防護ラインの外
側に位置するという特性がある。津波が来襲すると
浸水等による「直接被害」だけでなく、港湾機能の
低下等による「間接被害」が広範囲に発生する（図
－１）。そこで、直接被害だけでなく間接被害をも
含めた津波被害の波及過程の整理、モデル港湾にお
ける被害額の試算等を行った。なお、これらは「新
たな津波防災検討委員会」（委員長：京都大学防災
研究所高山知司教授、国土交通省港湾局）における
有識者等による議論をふまえたものである。
　津波被害の波及過程は、港湾及び背後地域を対象
として、過去の津波被害事例２）、類似の沿岸域災害
事例等をもとに津波被害を抽出・分類した。ここで
は、外郭施設、係留施設等の被害、浸水被害、流出
被害及び人的被害の「直接被害」及び物流機能の低
下、人流機能の低下、産業機能の低下等の「間接被
害」の区分に着目した。表－１に 1964 年以降の港
湾及び背後地域における主な津波被害をまとめる。
これによれば、防波堤、護岸堤体等の外郭施設・係
留施設が津波による波力を受けて滑動・転倒する被
害が発生している。港湾で上屋（保管商品を含む）、
フェリーターミナル、漁業施設、荷役機械等の浸水
被害が発生している。また、背後地で工場、住居等
の浸水被害、場合によっては火災が発生している。
原木、漁船、自動車、家屋残骸物（ガレキ）、コン
テナ、危険物等の流出被害も発生した。人的被害は、
地震による被害を含み、また、港湾だけの被害では
ないが、多い場合で数十人程度の人的被害が発生し、
特に港湾工事従事者及び来訪者多数の被害が発生し
た事例がある。背後地域の長期浸水、入港禁止等の
港湾機能の低下による間接被害も発生した。この他、図－１　津波被害の波及のイメージ
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類似した沿岸域災害として台風に
伴う高潮災害事例等を参考に、プ
レジャーボートの流出等の津波に
より発生すると予測される被害を
別途抽出した。
　これらをふまえ、図－２に港湾
及び背後地域における津波被害の
波及過程をまとめた。外郭施設、
係留施設等の被害、浸水被害、流
出被害及び人的被害の区分に着目
しつつ、直接被害及び間接被害の
時間的・空間的な連関を波及過程
図として整理した。
　さらに、清水港等を対象として、
既往の被害想定手法３）等を参考
に、津波被害の波及過程図のうち
被害が想定される主な項目の被害
想定額を試算した。表－２に清水
港の試算結果を示す。あくまで試
算値であるが、外殻施設等の被害
を除く浸水被害及び流出被害（直
接被害）は約 1,099 億円、間接被害は約 102 億円と
なった。現在、被害算定手法の精査等を実施してい
るところである。

３． 津波漂流物の漂流・衝突挙動のモデル化
　港湾は、津波時に漂流する危険性の高いコンテナ、
木材、船舶等を多数、蔵置・係留している。津波が
発生し、津波漂流物が陸域へ漂流した場合は、港湾・

表－１　1964 年以降の港湾及び背後地域における主な津波被害

図－２　津波被害の波及過程図

表－２　清水港の被害想定（試算値）
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新潟地震津波
　1964/6/16，M7.5

倉庫内保管商品の
浸水・商品価値損失

石油ﾀﾝｸから危険物
の流出・炎上，原木
の流出

26
背後地域の長期浸
水による商工業の経
済的被害

十勝沖地震津波
1968/5/16，M7.9

建築物の浸水 船舶の流出
52

日本海中部地震津波
　1983/5/26，M7.7

導流堤，埋立護岸等
の滑動・転倒

漁業施設の浸水・損
壊，背後地域の工
場，住居の浸水

原木の流出，漁船の
流出

　　　　　　　　　　104
※港湾工事従事者，
来訪者の多数が津
波で死亡

原木回収に伴う入港
禁止による港湾活動
停止

北海道南西沖地震津波
　1993/7/12，M7.8

防波堤，護岸堤体等
の滑動・転倒

ﾌｪﾘｰﾀｰﾐﾅﾙの浸水・
損壊，漁業施設の浸
水・損壊，背後地域
の家屋の火災

自動車の流出，漁船
の流出，家屋残骸物
の流出

230

流出物回収によるﾌｪ
ﾘｰ運航停止

北海道東方沖地震津波
　1994/10/4，M8.2

　　　　　　　　　　　10
※択捉島での被害

十勝沖地震津波
　2003/9/26，M8.0

ﾌｪﾘｰﾀｰﾐﾅﾙの浸
水，荷役機械の浸
水・修理

ｺﾝﾃﾅの流出，漁船
の流出 2

ｾﾒﾝﾄ供給の長期間
停止・近隣港で代替
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海岸構造物、住居及び危険物貯蔵施設への衝突・破
壊等の大きな被害を引き起こすと考えられる。また、
津波漂流物が海域へ漂流した場合は、航路・泊地に
漂流・沈没し、多額の回収費用が発
生するだけでなく水域の安全が確
保されるまで港湾機能が停止する
等の被害を引き起こすと考えられ
る（図－３）。しかし、このような
港湾及び背後地域における津波漂
流物被害について、体系的な検討は
これまでほとんどなされていない。
一方、津波による浸水範囲の予測等
を目的として各港湾を対象に津波
の平面２次元数値シミュレーショ
ンが積極的に行われている４）。こ
うした既存の津波数値シミュレー
ションの成果を活用しつつ、比較的
簡易で実用的な津波漂流物被害を
想定する手法開発が求められてい
る。そこで、こうした観点から、コ

ンテナ等の津波漂流物の漂流・衝突挙動のモデル化
を行っている。これにより、今後、津波漂流物被害
の予測・評価、被害を最小化するためのコンテナ、
船舶等の港湾内における適正な蔵置・係留場所の検
討等の効果的な津波漂流物対策が検討できる。
　漂流・衝突挙動のモデル化の概要を述べれば次の
とおりである。まず、対象地域について津波の平面
２次元数値シミュレーションを実施し、水深及び流

図－３　津波漂流物による被害のイメージ

図－４　漂流挙動の検討フロー

図－５　衝突挙動の検討フロー
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速分布を把握したうえで、津波漂流物に作用する
抗力及び慣性力を評価し、津波漂流物に関する運
動方程式を解くことにより、津波漂流物の挙動を
計算する（図－４）。また、津波漂流物と港湾・海
岸構造物との衝突、津波漂流物の回転等について検
討するため、個別要素法（DEM: Distinct Element 
Method）を用いて津波漂流物をいくつかの要素で
表現し、津波の平面２次元数値シミュレーション結
果を取り込みながら、津波漂流物が港湾・海岸構造
物に接触した場合の衝突力を計算する（図－５）。
なお、津波漂流物をいくつかの要素で表現するにあ
たり、個別要素法に目黒（1988）５）による連結要
素の考え方を付加している。
　現在、大学等の研究機関で実施されているコンテ
ナの漂流に関する実験結果６）等を参考としながら、
本モデルによる津波漂流物の漂流・衝突挙動の再現
性の検証を行っているところである。その際、津波
漂流物に作用する抗力及び慣性力の評価、津波漂流
物が拡散して漂流していく現象の表現、構造物近傍
における構造物からの津波の反射波による衝突力へ
の影響等を適切に考慮する必要がある。そのうえで、
実際の港湾についてコンテナ等の漂流・衝突挙動を
シミュレーションすることにより、津波漂流物被害
の予測・評価等を実施する。

４． 津波による社会的影響の軽減にむけて
　人口・資産が集積し、港湾、海岸等の多様な機能
が存在している沿岸域は、津波による被害を受けや
すく、また、それに伴う社会的影響も非常に大きい
ことが特徴である。今後、津波被害の波及過程の体
系的把握・被害評価、津波漂流物被害の予測・評価
等を通じて、沿岸域における適切な津波被害の減災
対策、社会経済状況も勘案した対策の優先順位の検
討等が必要である。また、沿岸域の有する全ての機
能を津波から完全に防護することは困難であり、人
的被害を発生させないことはもちろんであるが、防
護すべき機能の選定手法、減災にあたっての官民の
役割分担の検討等が必要である。
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